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※定率減税、グレーゾーン金利、タクシー問題、中核市問題等について質問 

 

 

 

 

○辻泰弘君 予算委員会派遣第二班の調査につきまして御報告いたします。 

 第二班は、市川理事を団長とする十名で編成され、二月十五日から同月十七日までの三

日間、福岡、広島の両県を訪れ、九州及び中国地方の産業経済の動向、両県の財政・経済

状況等について概況説明を聴取するとともに、福岡県では九州国立博物館の運営状況、ロ

ボット産業の状況、新北九州空港の整備状況について、広島県では自動車産業の状況、独

立行政法人の運営状況について調査を行ってまいりました。 

 北部九州地域の経済動向は、生産活動においては、鉄鋼や自動車などを中心に堅調に推

移しており、輸出もアジア、アメリカ向けが好調で増加が続き、個人消費についても持ち

直しの動きが見られる、雇用については、失業率が依然として高水準であり、求人等に地

域差が見られるものの、総じて緩やかな改善が続いており、こうしたことから、地域経済

は全体としては回復しているとのことでありました。 

 福岡県の財政状況は、財政力指数が平成十六年度で〇・五二と全国に比べると高い水準

にありますが、財政改革の取組として、平成十四年度から十八年度にかけて、人件費の総

額抑制や事務事業の再構築などにより、千六百億円の収支改善を目標とした計画が実施さ

れており、また、少子化対策としては、仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業

等を登録し、広く県民に紹介するとともに、金融機関と連携して、このような企業に対す

る融資に際し優遇金利を適用するなどの対策を進めているとのことでありました。 

 次に、中国地方の景気動向は、原材料価格の動向や輸出環境の変化に注視する必要があ

るものの、生産、雇用、個人消費など、いずれも改善の動きを示しており、おおむね回復

しているが、同地方の山陽側と山陰側では雇用の改善の動きなどに差が見られ、山陰側で

は公共事業依存体質からの脱却が課題となっている、また、金融情勢に関しては、いずれ

の金融機関も健全性を確保しており、貸出し動向については昨年秋口から増加に転じてい

るとのことでありました。 

 広島県の財政につきましては、これまで県債の発行や基金の取崩しなどにより歳入不足

を補ってきたが、平成十八年度末には財政調整的基金が底をつく見込みであり、県財政は

予断を許さない厳しい状況になっているとのことでありました。 

 なお、派遣団は、広島平和記念公園において犠牲者を追悼し、献花を行いました。 

 以上で第二班の派遣報告を終わります。 

 調査の詳細につきましては、これを本日の会議録に掲載されますようお取り計らい願い

たいと存じます。 

 以上でございます。 

 

○委員長（小野清子君） 以上で派遣委員の報告は終了いたしました。 

 両班から提出されました報告書につきましては、これを本日の会議録の末尾に掲載する

ことにいたします。 

    ───────────── 

 

○委員長（小野清子君） 次に、辻泰弘君の質疑を行います。辻泰弘君。 

 

○辻泰弘君 民主党・新緑風会、辻泰弘でございます。 

 予算委員会でしか聞けない政策課題も多いわけでございますけれども、時間が限られて

おりますので、いつもながら足早に聞かせていただきますが、御了承いただきたいと存じ



ます。 

 まず、麻生外務大臣にお伺いしたいと思います。 

 一年半前に、かつて小泉総理のことについて単語の絶対量が不足していると外務大臣が

御発言になった。そのときに、一年半前の本予算委員会において、私が、麻生大臣の場合

はむしろ単語の絶対量が多過ぎるんじゃないかと、このような御指摘をしたことがござい

ますが、以来、一年半たってもなかなか改善の兆しが見られないんじゃないかと、このよ

うに思うわけでございます。 

 最近も、某国での会議中に葬式になると意味がないとか、天皇陛下の靖国参拝が一番だ

とか、北方四島の生活水準は低いとか、日本が義務教育をもたらしたおかげで旧植民地の

教育水準が上がったとかいう発言がありまして、政府内でも、外務大臣発言にはいつもは

らはらさせられると、無用な摩擦を招く発言は控えてほしいという指摘があるようでござ

いますし、私もそのように思っておりますが、このような指摘をどのようにお受け止めに

なっていらっしゃるでしょう。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） これは、丁寧に答弁をした方がよろしいのか、短く答弁をし

た方がよろしいのかによって大分説明の仕方が……（発言する者あり）長く、あっ、そう。

長くということでございますんで、それでは。 

 今四つほど伺いましたんで、まず中国の話だと思いますが、あの中国の経済発展に関し

ましては、これは脅威ではなく好機であると記者クラブで正式に発表しておりますんで、

そこの点はアジアの戦略演説においてそのように説明をいたしておりますんで、その部分

はまず普通の人は聞いておられませんので、そこに関連をして出てきたところだと思って

おります。 

 軍事力の面につきましては、近代化の面やら、また増大を続けております国防費、仮に、

よく言われます、四兆円とよく額が言われますけれども、四兆円をまあ年率一〇％で十七

年間続けますと二十兆円になりますんで、今年は一四・七％まで行っておりましたんで更

に大きなものになりますんで、そういったものの内容をやっぱり透明性を持たせないと、

非常な勢いで脅威の観念が周辺国にも増大していくのではないかと申し上げたところで、

その一部分だけ取られて脅威という話になったというのが経緯だと思っております。 

 それから、天皇陛下の話のことも思って言いましたけれども、私としては、天皇陛下の

ことを思って亡くなられた方々にとりまして、祭られている側の気持ちから想像をいたし

ますと、私どもとしては天皇陛下の参拝があってほしいと望んでおられるであろうと。そ

して、私としては、今このような状況で今上陛下にしゃにむに参拝をということを申し上

げていることではないんであって、少なくとも隣国からとか、またいろいろな形でごちゃ

ごちゃ言われるような話ではなく……（発言する者あり）ごちゃごちゃ言われておるわけ

ですから、国内からも。ですから、私はそのとおりだと思っておりますよ。 

 私どもとしては、こういったことに関しましては、少なくともいろんな形で国のために

尊い命を投げ出した人たちに対して国家が最高の栄誉をもって祭るということを禁じてい

る国などありません。したがって、そういった形でわだかまりなく祭れるような状況にす

るべきのが政治の責務として、天皇陛下の参拝があるように、含めてという問題提起をし

たと申し上げております。 

 三つ目につきましては、教育水準の話だと思いますが、これはその場におられた、中国

人の方々がおられましたので、その方々も聞いておられたかと思いますんで、中国本土の

方々ですが。これは台湾の偉い方々から聞いた話ですが、いわゆる日本の統治が始まった

ときには、少なくともこの地域においていわゆる義務教育というのはありませんでしたの

で、義務教育を普及させるということに全統治予算の約四五％だか八％だかを使ったとい

う記録も残っておりました、あるそうで、日本は先生を七人、外国、当時の外国帰りの先

生を七人送って全員殺されておる、全部お祭りはしてあるけれども。そういった努力をし

て、続けてもらったおかげで今日の台湾があり、名古屋大学、大阪大学をつくる前に台湾



大学を先につくってもらったんだと。 

 そういった例を引いて、感謝をしておるという話を、こういう例もあると申し上げたら、

その分だけで、一部だけ取られて、日本のおかげでおまえらの教育水準は上がったじゃな

いかと。統治は正当化するような話になっておると。前後の脈絡が全然違うと思いますん

で、当然のこととして私の方としては反論をさせてはいただいておりますけれども。 

 以上でありまして、長々時間をいただきましてありがとうございました。 

 

○辻泰弘君 まあ、いずれにいたしましても、外務大臣としてこういった弁解とか説明を

せないかぬこと自体、大変情けないことだと私は率直に言って思うんですけれども、総理

になった場合の靖国参拝について問われて、真の国益を考えたら個人の利益より国益が優

先すると、こう答えられたということなんですけれども、それはやっぱり総理であろうと

も外務大臣であろうとも同じじゃないんですか。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 同様の御質問は、去る十月の三十一日でしたか、外務大臣に

就任をいたしましたときの記者会見で同様の質問をいただきました。そのときには、個人

の信条と立場がいろいろあるんで、そのときになったら適切に判断をするとお答えをして

おりまして、今も適切に判断しておると思っております。 

 

○辻泰弘君 私が申し上げたのはそのことじゃなくて、二月十九日のＮＨＫで、総理にな

った場合の靖国参拝について、真の国益を考えたら個人の利益より国益を優先すると答え

られたと、このことについてです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） ちょっとテレビで何言ったか、よく出さされますんで、どの

テレビだかちょっとよく、二月の十九日というとＮＨＫかな。 

 

○辻泰弘君 ＮＨＫです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） ＮＨＫですかね、あれは。あの出たときの、靖国神社に関し

て、国益を、それは当然のことであって、個人の立場と国家の立場といろいろありますん

で、個の利益か国益かを考えたら、それは公の、公人の立場にありました場合は公の利益

を優先する、当然のことを答弁したと記憶します。 

 

○辻泰弘君 いや、言っているのは、私はそのものは聞いていないんですけれども、総理

になった場合そうだとおっしゃったというから、それが事実だとすれば、それは総理であ

ろうと外務大臣であろうと一緒じゃないかということを言っているんです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） この四か月間の対応を見ていただけると御理解いただけると

存じますが。 

 

○辻泰弘君 それを見て言っているつもりなんですけれどもね。 

 それで、先般の決算委員会での御発言がございました。無名なよりは悪名でも名前があ

った方がまだええというふうにおっしゃっているんですけれども、これは外務大臣として

も、世界において無名であるよりも悪名でも有名であった方がいいという、そういうこと

をおっしゃっているんですかね。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 余り記憶力がないんで、記憶力が良けりゃ東大ぐらい行けて

いたんでしょうけれども、記憶力が余り良くないものですから、ちょっと今、谷垣さんに

伺ったら、委員会の答弁だったそうですけれども。どなたか沖縄の方の、沖縄の方の、沖



縄の方…… 

 

○辻泰弘君 三月三日ですよ。この間ですよ。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 三月三日、つい先月、いよいよアルツハイマーですな、三月

三日に、悪名は無名より、ああ、あの例の沖縄の話。 

 ああ、沖縄の方が何か分からぬ言葉でいろいろ言われましたんで、これ何を言っておら

れるのかなと思ったら紙に書いてありましたんで、あれ見て、見てやっと分かった。見て、

ああそういう意味かと思って分かったんですけれども。読まなきゃとても分からなかった

とは思いますけれども、読んで、ああそういう意味かと思って、いきなり今度は質問が回

ってきたものですから、とにかくいろいろなことを言われましたんで、何か、安倍官房長

官、谷垣財務大臣、それぞれえらくまともな話をぽっと言っておられましたんで、私の方

も同じような話をするんで、まあ今風に言えばと申し上げて。 

 たしかあのときは、何か新聞に、とにかく私の、ちょっと正確な記憶はありませんけれ

ども、毎日子供のときにおめえのじじいが死にゃあ日本良くなるよってこづき回されて育

った子供の立場から言うと、新聞に褒められたら、けなされたやつの方が偉くなったとい

うのは歴史として実感としているんで、余り褒められたらええことはないなというような

話をしたと記憶するんですが。 

 その前に、悪名は無名に勝る、それは確かに選挙なんかでよく使われるせりふなんだと

思いますけれども、全然だれと言われるよりは、一応名前が通っていて、悪名であっても

悪人かどうかは別の話だと思っておりますので、そのようにお答え申し上げました。 

 

○辻泰弘君 いや、私は麻生さんが悪人だと思っているわけじゃないんですけれども。私

が御質問しましたのは、外務大臣として、世界に無名であるよりは悪名でも有名だった方

がいいということにつながるのかということを言っているわけです。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 日本の外務大臣がだれであるか全然分からないよりは、一応、

ああと言って、どういう評判かはともかく、全然記憶になくて、それこそパッシングより

は、一応名前がどこかにリメイン、とどまっている、記憶にとどまっている方がええかな

とは思いますけれども、それは悪名よりはもっと名声の方がよっぽどいいとは思いますけ

れども、なかなかさようなわけにはいかぬというのが実態じゃないかなと、自分で不徳の

致すところだと存じます。 

 

○辻泰弘君 まあ、はらはらするような感じがいたしますけれども。 

 外交演説で、一月二十日になさっているんですけれども、外交における言葉の重みとい

うフレーズ、また、発言はますます重みを持ってきていますというフレーズ、私自身努力

することをお約束と、このようにおっしゃいました。その意図を御説明ください。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） 御存じのように、昨日もアフリカの大使、今、御存じのよう

にアフリカ五十四か国、三か国かあるんだと思いますが、昨日、アフリカの各在京大使と

一緒に個別に、北アフリカ、南アフリカ、こう分けて、昨日、夕食会というのをやらせて

いただきましたけれども、少なくとも、あのアフリカの国々において日本に対する、ＴＩ

ＣＡＤの話含めて日本に対する期待は極めて大きくなりつつあると思っております。昔と

はもう全然違ってきたなと。 

 私、アフリカに三十数年前、二年ほどアフリカに住んでいたことがあるんですけれども、

そのころとは全然状況が違って、今はかなりいろいろなってきておると思いますので、そ

ういった状況を見ますと、日本からの発言とか日本のお金というものは、ＯＤＡでお金が

行くと同時に、そこに働く人が一緒に付いてくるものですから、その付いてくる人のいわ



ゆる労働とか勤勉とかいう哲学というものが付いてくるというところは、この間、平野先

生の御質問のときでしたか、お答えしたと思いますが、インドの例を申し上げましたけれ

ども、昨日会った大使も、七、八人でしたが、ほぼ同様なことを皆言っておりましたんで、

やっぱりそういった意味では日本はこういうことをやってるんですという哲学を語らない

で、たらたら沈黙は銀てなもんで、金というような感じでたらたら黙ってやったら、おま

え分かれと言ってもなかなか分かりませんので、きちんと説明をするとか言ってやるとか

いうのは、余り日本人の得意とするところではないと思いますけれども、日本はこういう

哲学でＯＤＡをやっている、こういった考え方で東アジア共同体をやろうとしているとか、

そういったことはきちんとどこかで外務大臣として言うべき義務があるのではないかとい

うことを考えて申し上げさせていただきました。 

 

○辻泰弘君 残念ながら、外務大臣の御発言、言葉の重みというのを感じさせないように

正直言って思ってしまいますけれども。 

 いずれにいたしましても、今までいろんな発言をされて、私もこの予算委員で取り上げ

るのは必ずしも本意ではございませんけれども、しかしまあ、もう問題発言とか放言をや

めろというのはもう無理だというふうに私もあきらめざるを得ないように思うんですね。

せめて、派手に外交演説で格好良く、外交における言葉の重みと、そのようなことはやめ

ておいてもらいたいと思うんですけれども、それだけはお願いできませんか。 

 

○国務大臣（麻生太郎君） こっちでも受けをねらってやっているわけじゃありませんの

で。言った発言がたまたまえらく反応を生むところなんで、なかなかこれは先生、私ども

もこう言えばこういう反応が出ると分かっていれば別に、もう少し別な言い方もするんだ

と思いますので。分かりやすい言葉でやろうとすると、何となく言葉が、センテンスが短

くなりますので、短くなるとまたということだとなかなか難しいところだと思いますけれ

ども、努力をさせていただきます。 

 

○辻泰弘君 麻生大臣はやっぱり総理まで目指されるお方なんですから、反応がやっぱり

分かっているべきというか想定されているべきだと私は思います。そのことは申し上げて

おきたいと思います。 

 さて、次に問題点を変えまして、地方行財政についてお伺いいたします。 

 総務大臣にお伺いいたしますが、中核市の問題でお伺いしたい。まず、中核市制度の概

要について御説明ください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 概要ということでございますけれども、社会的実態として一

定以上の行政需要を踏まえて事務権限を強化する、それだけの人口規模等々の要件を満た

しているかどうか、それで要件が決まってくるわけでございます。それにつきまして、い

ろいろ御議論を今までいただいてまいりましたけれども、面積要件を設けるかどうか等々

についてもこれまでもいろいろ議論があったというふうに承知をしております。 

 

○辻泰弘君 私がお聞きしたのは、中核市制度そのものが何かということなんですけれど

もね。まずその御説明からお伺いしてと思ったんですけれども。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 制度概要につきましては、例の政令指定都市が処理すること

ができる事務のうち、都道府県がその区域にわたり一体的に処理することが中核市が処理

することに対して効率的な事務を除いて、中核市に対して移譲をするものである、一定の

要件を満たしている、そういうものだということでございます。 

 

○辻泰弘君 それで、地方自治法の二百五十二条に面積要件があるんですけれども、これ、



なぜこれがあったのか、それから今見直しをなさろうとしているわけですが、そのことに

ついて御説明ください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） どういう要件があったかということに関しましては、面積の

要件、人口の要件とかあるわけでございますけれども、移譲される事務に関して、効率的

かつ効果的な事務処理を行うために、ある程度の行政需要のまとまりと、一方で行政能力

が必要であること。これらは人口及び面積に総合的に表現されるということから、人口、

面積が要件とされて規定してきたというふうに承知をしております。 

 

○辻泰弘君 それを見直しをされようということで法律も出されているわけですが、その

方向性をお示しください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 先ほど申し上げましたように、一定の行政需要のまとまりと、

そして能力がある程度求められるということでございますけれども、昨年の十二月九日、

第二十八次の地方制度調査会から面積要件を廃止することが適当である旨の答申をいただ

いております。この答申を踏まえて、中核市の指定に係る面積要件の廃止等を内容としま

す地方自治法改正法案を昨日国会に提出させていただいたところでございますので、今後、

何とぞ趣旨を体して御審議を賜りたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 実は、私、三年前に総務委員会でこのことをお伺いして、当時、片山大臣だ

ったんですけれども、そこから出発して三年掛かっているんです。実は、麻生さんが総務

大臣のときも、二年前ですけど、この委員会でお伺いしたことございまして、非常に時間

が掛かっているんですね。 

 結論的に言うと、審議会で非常に議論をするということを優先する余りに、本当に地方

自治ということを考えるのであればもっと早くやるべきことをやってこなかったと、こう

いう歴史だと思っております。 

 それで、今回の適用対象の都市はどういうところでありますか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 新たに中核市指定と、対象となる市は、現時点で十三市とい

うふうになっているというふうに承知をしております。 

 

○辻泰弘君 一応言ってください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 申し上げます。 

 千葉県市川市、兵庫県西宮市、尼崎市、沖縄県那覇市、千葉県松戸市、東京都町田市、

神奈川県藤沢市、埼玉県川口市、埼玉県所沢市、埼玉県越谷市、大阪府豊中市、吹田市、

枚方市でございます。 

 

○辻泰弘君 実は、私、地元の西宮はそれに当てはまるんですけれども、実は、御承知か

と思いますけれども、国土地理院が百平方キロというのを出しているところでないとその

要件に当てはまらないということであって、九十九・九六だというふうな見方、それから

埋立てしたから百超えているという見方があるけれども、近隣の芦屋、神戸、宝塚と画定

がしていないので、係争しているもんだから、それで決められないと。国土地理院が出し

たものというのが法律に書いてあるもんですからね、がんじがらめになったんで指定でき

なかったと、西宮みたいな大きなところもですね、それがここにかかわってたんですね。 

 そんなことで、とにかくやはり地方自治というのはやっぱりやる気があるところ、能力

がある都市にやっぱりしっかりと地方分権を進めてもらおうということの趣旨だと思うん

で、是非取り組んで、早めに指定をしていただきたいということを、やはりこれはもう本



当に三年も掛かって、私も本当にやっと日の目を見たかと、そういう意味では感慨深いで

すけれども、これほど地方自治と言われながら、なぜこんなに時間が掛かるんだと思って

ます。できるだけ早めに指定するということ、プロセスをお示ししておいてください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 辻委員と麻生当時総務大臣でいろいろ御議論されたことは私

も承知をしております。 

 プロセスでありますけれども、地方自治法の百五十二条の二十四に規定されております

が、順に言いますと、関係市議会の決議、関係都道府県議会の決議、総務大臣への指定の

申出、そして政策立案、すなわち閣議決定でございます。 

 

○辻泰弘君 時間が掛かるのは常なんですけれども、どれぐらいの時間で、それは手を挙

げてどれぐらいでやれるというふうに示しておいていただきたいんです。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） これは、事前の準備状況によりますので、明確には申し上げ

られませんけれども、これまでの例としてはおよそ一年ぐらいの期間というふうに承知を

しております。 

 

○辻泰弘君 これからでも一年掛かるということですけれども、とにかく希望し、能力が

あるところは早く指定していただくようにお願い申し上げておきたいと思います。 

 それからもう一点、地方行財政のことですけれども、個人住民税の現年課税化という問

題がかねてからございました。私もこれは総務委員会、二、三年前から取り組んできたと

ころでございましたけれども、このことを、どう現状なっているか、是非取り組んでいた

だきたいと思いますけど、いかがでしょう。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 原則としては、これは基本的な考え方としては、所得の発生

時点と税負担の時点というのはできるだけ近い方が望ましいというのはもう間違いないと

思います。一方で、個人住民税に現年課税の仕組みを導入しようとなりますと、年末調整

の必要性等、つまり給与支払者の事務負担が非常に大きくなってくるということで、これ

はこれで、個人住民税の場合は所得税と異なりまして前年の所得を基準にする課税の仕組

みになっているわけでございます。 

 ただ、雇用の形態が大きく変わってますし、ＩＴ化も進んでます。いろんな条件も変わ

っておりますので、このような状況の変化、それと納税者の事務負担等に留意しながら、

その可能性について我々としても研究をしてまいりたいと、検討をしてまいりたいという

ふうに思っているところでございます。 

 

○辻泰弘君 これも三年前に私、国会で質問をして、三年たちますけれども、昨年の税調

の小委員会において現年課税の可能性について検討すべきであるというのが出まして、こ

れも私、やはり遅々として進まないとはいえども、進歩して、進んできているのかなと思

っているわけです。やはりＩＴ化の進展だとか雇用の流動化、雇用形態の多様化というこ

とを考えますと、やはり国税、所得税における現年課税であり、住民税である前年度課税

というのはやはりだんだんその時代に合わなくなってきているのじゃないかと思います。

もちろん、その一年、最初の年どうするのというのはありますけれども、しかしとにかく

その方向性で是非早急に取り組んでいただきたい、そのことを申し上げておきますが、ま

ず決意を聞いておきたいと思います。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 先ほど申し上げましたように、省内でしっかり研究してまい

りたいと思っております。 

 



○辻泰弘君 そのことは強く御要望申し上げておきたいと思います。 

 次に、金融問題、金融というか消費者金融の絡みのことをお聞きしておきます。 

 多重債務が自己破産や自殺など深刻な社会問題を招いている現実がございます、今日の

朝刊等でも出ているわけですが。法制度がしっかりしているだけですべてが問題解決する

わけではございませんけれども、やはり法制度の不備を是正し、あるべき姿を追求するの

が政治の使命、行政の使命でもあろうと思うわけでございます。 

 まず、グレーゾーンとよく言われるわけですが、それが今どうなっているか、簡単に御

説明ください。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） もう先生御承知のように、利息制限法と出資法の間では最高

の利息のところにギャップがございます。このギャップにつきましては、契約時の任意性、

支払時の任意性というものが要件になっております。 

 

○辻泰弘君 必ずしも沿革に触れた御説明ではございませんでしたけれども、まあそれは

それとして、いずれにいたしましても、先般、最高裁の判決が出ました、一月十三日です

けれども。これを簡単に御説明していただいて、それにどう対応されるか、お答えくださ

い。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 御承知のように、一つは書面要件、一つは任意性の問題でご

ざいまして、私どもとしては必要な内閣府令の改正案をパブリックコメントに今付してい

るところでございます。 

 

○辻泰弘君 そうすると、それは当面の内閣府令って、それは施行規則のことをおっしゃ

っているんですね。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 判決に対応した内閣府令の改正でございまして、一つは、貸

金業者が弁済時に交付する書面について定めた貸金業規制法施行規則十五条第二項が法の

委任の範囲を超え違法であるとされたことから、類似の条文と併せて削除することとし、

内閣府令改正案をパブリックコメントに付しております。 

 また、金融庁としては、同判決に関連して、資金需要者が期限の利益喪失特約の適用に

ついて誤認をし、トラブルが生じることを防止するため、同特約について利息制限法の上

限金利を超えない範囲において効力を有する旨の記載を義務付けることとし、この旨の内

閣府令改正案についてもパブリックコメントに付したところでございます。 

 

○辻泰弘君 最高裁判決は二つあってですね、一つは、返済が滞った場合には全部即時返

せと、それは任意性がないから駄目だよというのが一つと、もう一つは、簡易な書面でい

いという部分と二つあって、その後者については今御説明いただいたと思うんですね。そ

の前者のことはどうされるんですか。 

 

○委員長（小野清子君） もう一度御説明を。 

 

○辻泰弘君 ちょっと、分かっているでしょう。言ってあげてください。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 今御説明申し上げましたように、期限の利益喪失特約の適用

について誤認をしないような措置をとらなければならないということで、内閣府令の改正

案をパブリックコメントに付しているわけでございます。 

 

○辻泰弘君 じゃどっちも、二つのポイントがありましたけれども、どっちもパブコメで



やっているということでいいんですね、そういうことですね。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） そういうことでございます。 

 

○辻泰弘君 そもそも利息制限法と出資法が昭和二十九年からあって、そのときから、最

初からグレーゾーンがあったわけですね。最初は二〇％から一〇九・五％でしたかね、そ

こから出発しているわけですよね。それがずっと改善されてきたといえども、まだグレー

ゾーンというのがあるわけです。 

 法制度の中でグレーと言われるのがあること自体、やはり悲しいことだと思うわけです

けれども、これはどっちも閣法でやってきているわけなんですね、政府提案で。どちらも、

法律は。途中の貸金業法は議員立法でやってきていますけれども、やはりそもそも最初に

グレーを許した閣法ですから、そういう意味において、そのグレーゾーンの解消というの

はやっぱり私は政府が責任を持ってやるという責務を担っていると思うんです。だから、

そのことについて決意を示していただきたい。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 平成十六年一月施行の貸金業規制法及び出資法の一部を改正

する法律、いわゆるやみ金融対策法においては、その附則第十二条において、一つは、貸

金業制度の在り方については、この法律の施行後三年を目途として、新貸金業規制法の施

行の状況、貸金業者の実態等を勘案して検討を加え、必要な見直しを行う。第二には、出

資法の上限金利については、この法律の施行後三年を目途として、資金需給の状況その他

の経済・金融情勢、資金需要者の資力又は信用に応じた貸付けの利率の設定状況その他貸

金業者の業務の実態等を勘案して検討を加え、必要な見直しを行うこととされております。 

 このような検討条項の趣旨を踏まえ、金融庁では、昨年三月から貸金業制度等に関する

懇談会を開催し、貸金業制度等をめぐる幅広い論点について勉強しているところでござい

ます。この懇談会では、過剰貸付け防止のための規制の在り方や、いわゆるグレーゾーン

金利を含む金利規制の在り方等、貸金業をめぐる幅広い論点が検討課題とされております

が、金融庁としても、懇談会の議論の中で貸金業制度等をめぐる諸問題に対する議論を深

めてまいりたいと考えております。 

 

○辻泰弘君 私がお聞きしたいのは、グレーゾーンがあるわけですけれども、今そういう

ことを、まあそれにつながることはおっしゃっているんですが、グレーゾーン自体をなく

すことがやはり目的だと思われるかどうかです。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） グレーゾーンに関しましてはもう様々な意見がございまして、

私の所属しております自民党の中あるいは与党の中でも今議論が進行中でございますので、

こういう解決方法があるということをにわかに断定する御意見を申し上げられる状況では

ございません。 

 

○辻泰弘君 私は、当面はすぐ解決するとは言いませんけれども、やはりグレーであると

いうものが法制度上あると。聞きますと、諸外国にそんなことはないんですね、金利を上

限と決めているの二つあるというのね。まあダブルスタンダードといいますか。 

 そういう意味で、やはりいつかは一本化しなきゃいかぬと。いつかというか、私は早急

だと思いますけれどもね。そのことに向けて取り組んでいただきたいと。まあ与党の検討

もあるかもしれませんが、やっぱり政府、閣法でつくったグレーゾーンですからね、その

ことについては政府の責任において解決する方向を見いだせと、このことなんです。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） これは法理論だけではなく、経済の実態を考えながら物事を

判断していかなければならない問題だと私は考えております。 



 

○辻泰弘君 まあ法制度と運用と両方あるんですけど、運用については昨日方針出してい

らっしゃるようですね。それはさっきのパブコメの、そのことに尽きるのかな。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） このガイドラインは、過剰貸付規制に抵触するおそれのある

事例を明確するなど、事務ガイドラインの改正案を昨日パブリックコメントに対して付し

たわけでございまして、別の問題でございます。 

 

○辻泰弘君 そういった意味では、運用もしっかりとやっていくと同時に、法制度におい

てもやはり、私はグレーという部分は法制度上やはり本来あるべからざるものだと思いま

すので、そういった方向でのお取り組みを求めておきたいと思います。 

 それで、関連して消費者金融絡みで、厚生労働大臣にお伺いしたいんですけれども、年

金カードを導入するという話がありますけど、その方向でしょうか。 

 

○国務大臣（川崎二郎君） 年金カードの導入については、被保険者サービスの向上とい

う観点からいろいろこれから検討を進めることになります。 

 

○辻泰弘君 そのときに、いわゆる年金を担保にした金融機関からの借入れの機能を組み

込むべしというような議論があるやに聞くんですけれども、そもそもやはり今、年金担保

融資というのが非常に民間でも問題になっている折柄、また政府としては独立行政法人の

福祉医療機構でのみ認めているわけですけれども、やはりそれだけハードルを掛けている

わけですね、年金が取られちゃうわけですから。そのことについてはしっかりと、まあは

っきり言って、それはやるべきじゃないと、年金カードに組み込むべきじゃないというふ

うに私は思っていますけど、そのことについてはいかがお考えでしょう。 

 

○国務大臣（川崎二郎君） 一週間に一遍ぐらい実は新聞報道でびっくりさせられまして、

朝見て、こんなことあるのかって尋ねると、全くありませんよという話が大体厚生労働省

では一週間に一遍ぐらいございます。今回の話もそういったたぐいと受け止めていただい

て結構でございます。 

 今お話ございましたように、福祉医療機構が行う公的年金担保保険以外は認められてお

りません。今委員が御懸念のようなことについては、正直言ってまだ議論も始まっており

ませんし、我々の考え方に基本的にはないというふうにお考えいただいて結構でございま

す。 

 

○辻泰弘君 それはそういうことで、基本線で守っていただきたいと思います。 

 次のポイントですけれども、北側大臣にお見えいただいているわけですけれども、昨年

も本予算委員会でタクシーの規制緩和のことをお伺いいたしました。お地元の大阪でも大

変厳しい状況があるわけでございます。最低賃金さえ守れないような産業の在り方という

のは根本的に問われるべきだと、このように思っているわけでございますけれども、昨年

申し上げて、関係機関の連携とか協議会の設置とか方針を示していただいていたんですが、

この一年間どのようにお取り組みいただいたか、教えてください。 

 

○国務大臣（北側一雄君） タクシー運転者の方々の適切な労働環境を確保していかない

といけないということで、昨年来、厚生労働省と国土交通省との間で連携を取ってまいり

ました。 

 この二月の一日からは、これはまあタクシーだけではございませんけれども、一つは、

原則無通告による監査の実施をしっかりやっていこうと、また新規参入事業者等に対して

は早期監査の実施等の予防的な監査に重点を置いて、また行政処分のめり張りを付けるな



ど、監査方針及び行政処分等の基準を改正をいたしまして、二月の一日から実施をしてい

るところでございます。 

 また、この四月からは厚生労働省と連携を更に強化をいたしまして、合同監査や監督、

また相互通報制度の拡充等をやっていこうとしているところでございます。 

 また、昨年の十月から、交通政策審議会の自動車交通部会に設置しましたタクシーサー

ビスの将来ビジョン小委員会というのを設置いたしまして、規制緩和後の実態把握、分析

を行っていただいておりまして、今後の望ましいタクシーサービスの在り方、その実現の

ために必要な環境整備方策について御審議をいただいているところでございます。六月を

目途に取りまとめをさせていただきたいと思っておりますが、輸送の安全と利用者の利便

の増進をしっかり図ってまいりたいと考えております。 

 

○辻泰弘君 今おっしゃった二月からの無通告監査の件ですけど、もう実施されているわ

けですが、その状況はどうでしょうか。 

 

○国務大臣（北側一雄君） これは、規制緩和後の事後チェック体制をより確実なものと

して安全な輸送サービスの提供の実現を図ろうということで見直しをさせていただきまし

た。二月一日から、タクシーだけではございませんが、バスやトラックについても行わせ

ていただいているところでございます。さらに、四月一日からは、新規の許可事業者に対

しまして、許可書交付時における関係法令の遵守等についての講習の充実や強化、さらに

は、運転開始届出時における事業用施設等事業計画の確保状況の確認等を行うこととして

おりまして、新規許可事業者に対しましては特に指導の充実を今図っているところでござ

います。 

 

○辻泰弘君 質問いたしましたのは、その二月やってもう一か月ちょっとたつんですけど、

そのことの状況は把握できているかできていないか、そのことなんです。 

 

○政府参考人（宿利正史君） それでは、二月からの監査の状況を御報告いたしますが、

これ、大臣から申し上げましたように、タクシーに限られませんで、バスやトラックも対

象にして新しい方針で実施をしているものであります。特に二月、三月は新方針に基づく

監査の実施ということもありまして、私どもの運輸局、運輸支局、全国の組織を使いまし

て強力に監査を行っているところでありますが、タクシーに関して申し上げますと、北海

道運輸局から沖縄までのそれぞれの組織を使いまして、昨年の二月の実績より四割以上の

多い出動監査の実績を今示しているところでございます。 

 

○辻泰弘君 やられてすぐでしょうから、まだ必ずしもできていないところもあるかもし

れませんが、その監査というのは非常に意味があると思うんで、四月からの合同監査も含

めてしっかりとやっていただくように、厚生労働省もまた併せて御要請しておきたいと思

いますが、国土交通大臣、ひとつ、二月九日から緊急調整区域の指定要件見直しというこ

とになりましたけれども、その内容を簡潔に御説明いただき、またそれがどういうふうに

適用されていくのか、お示しください。 

 

○政府参考人（宿利正史君） じゃ、私の方から御説明申し上げます。 

 今、辻委員御指摘のありました緊急調整措置でありますが、道路運送法の八条に定める

特別の措置でございまして、特定の地域におきまして著しい供給過剰になり、輸送の安全

や旅客の利便を確保することが困難となるおそれがあるような場合に、期間を定めまして

当該地域を指定をいたしまして、新規参入や増車を停止をするという極めて権利制限の強

い制度でございます。 

 そういったことから、緊急調整地域の指定につきましては、客観的な指標に基づきまし



て厳正に対処しているところであります。 

 今、辻委員御指摘の、指定要件の見直しのところでございますけれども、昨年九月に運

輸審議会の答申におきまして、この制度実施後の状況を踏まえた指定基準の適正化を図る

べきであるといった指摘がなされたことなどを踏まえまして、二月九日に指定基準の見直

しを行いました。具体的には、従来の実車率に代えまして、より供給過剰の実態を反映で

きるような日車実車キロといった指標を採用したり、延べ実働車両数の増加といった指標

を新たに追加するなどの見直しでございます。 

 なお、新しい基準に基づきます緊急調整地域の指定に関しましては、平成十七年度の輸

送実績など、すなわち今年の三月末までの輸送実績などを把握した上で慎重に判断してま

いりたい、このように考えております。 

 

○辻泰弘君 北側大臣は大阪がお地元でいらっしゃいますけれども、前にもお聞きしまし

たけれど、この一年たって大阪の状況をどう見ていらっしゃいますか。 

 

○国務大臣（北側一雄君） 大阪においては大変厳しい状況であると思っておりますが、

ただ、ここ最近は、例えばこの年末年始以降を見てみますと、一時期の大変厳しい状況か

ら少しは改善の傾向が出ているのではないかというふうに思っております。 

 

○辻泰弘君 それが事実であればうれしいことですが、しかし現実に現場の声を聞きます

と、なかなかそうはいっていないという状況だと思います。 

 昨年申し上げて以来、協議会をつくっていただいたりいろいろお取り組みいただいたこ

とについては多としたいとは思いますけれども、しかし根本的にやはり規制緩和の当初か

らもっとしっかりとその部分を踏まえてやっていくべきだったんじゃないかと、このよう

に思っております。 

 いずれにいたしましても、こういった合同監査も含めて、指定基準の見直しの適用対象

の選定も含めてしっかりとお取り組みいただくように、国土交通省並びに厚生労働大臣に

もお願いをしておきたいと思います。 

 次に、経済財政政策に移らしていただいて、御質問いたします。 

 まず、日銀の問題でございますけれども、ちょっと代表で与謝野大臣にお伺いしたいと

思うんですけど、三月六日の夜に総理と日銀総裁ら経済財政諮問会議のメンバーが夕食会

をされたというふうに聞くんですけれども、それは皆さん参加されたんでしょうか。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 夕食会がございまして、経済財政諮問会議に出ておりますメ

ンバーが総理を囲んで夕食をともにいたしました。 

 

○辻泰弘君 その会の当初の目的と、時節柄、金融の量的緩和の是非に関する議論があっ

たかどうか、このことについて御説明ください。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） これは、量的緩和とかそういうことと全く関係なく、前から

企画をされてた夕食会でございます。 

 

○辻泰弘君 では、そういう議論はなかったということで理解していいですね。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） ほとんどその問題は議論をされませんでしたが、夕食会の最

後に、その日に行われた国会でのやり取りと同じやり取りがございました。 

 

○辻泰弘君 なかなか意味深長でございますけれども、まあ、それはそれとして。 

 それでは、まず、今日、明日、金融政策決定会合には財務省並びに内閣府から出ておら



れると思うんですけど、どなたが行っていらっしゃるんでしょうか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 財務省からは日銀の政策決定会合には副大臣ないし大臣官房

総括審議官が出席をいたします。で、副大臣の御担当は赤羽副大臣ですが、今日はこの審

議に参加しておられますので、総括審議官が今日は出ております。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 内閣府からは内閣審議官中城吉郎が出席をいたします。 

 

○辻泰弘君 赤羽副大臣にはそちらに行かれるのをこっちに来ていただいて、申し訳なか

ったようにも思いますけれども。 

 いずれにいたしましても、その会議に出席されるに当たっては、やはりどういう方針で

いくのかということを相談されると思うんですけど、どういう方針で臨まれてるんでしょ

うか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 日銀からどういう提案があるかも私どもよく承知をしており

ませんので、予断を持たずに真摯に臨もうと、こういうことでございます。 

 

○辻泰弘君 しかし、基本認識はやはり当然あるわけですよね。それがなかったら意見が

表明できないわけですから。その辺はどうですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） これは、日銀政策決定会合における発言等はしばらく発表ま

で時間を掛けることになっておりまして、そういうこともございますので、そして現在行

われている最中でございますので、お答えは遠慮させていただきたいと存じます。 

 

○辻泰弘君 同じことになるかもしれませんけど、日銀法の十九条二項の規定に基づいて

議決の延期を求める請求権があるわけですけれども、そういったことも視野に入れての打

合せをされているという理解ですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） もちろんそういう権限を私ども持っておりますが、これはな

かなか大だんびらでございます。そういうことも含めて予断を持たずに臨もうと、こうい

うことでございます。 

 

○辻泰弘君 次に、定率減税のことで一言ちょっと聞いておきたいと思います。 

 やはり、今までも言われておりますけど、やはりその当初やる、平成十一年のときでし

たか、抜本的な見直しを行うまでの間、特例を定めるというふうな約束で法律上はできて

いて、当時の総理や大蔵大臣の答弁もそのような流れになっているわけですね。で、今回

そのことを、抜本的な見直しを行わないままにやったということは、そのことにおいてや

はり約束違反じゃないかと思いますが、どうですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 抜本的改革をするまでと、ちょっと文言は正確でありません

が、条文には確かにそのように書いてございます。 

 ただ、この性格は、当時の厳しい経済状況を税制からも底抜けがしないように支えよう

ということでございましたので、経済情勢が好転してきたら、厳しい財政状況でございま

すから、それは廃止するということであろうと思っております。 

 その上で、抜本改革という点ではですね、基本的枠組みである、その個人所得課税につ

きましては基本的枠組みである税率構造あるいは人的控除などの見直しを行ってきており

まして、具体的には、平成十五、十六年度税制改正では、配偶者特別控除上乗せ部分の廃

止であるとか、老年者控除あるいは公的年金等控除の見直しを行いました。また、平成十



八年度、今年度、国会に出さしていただいている税制改革では、三位一体と一緒になりま

して税源移譲をしようと、こういうことでございまして、所得税の税率構造にも抜本的な

見直しを加えてお願いをしているところでございます。 

 

○辻泰弘君 それは勝手な解釈ですよね。やっぱり抜本的なものではないですよ、やっぱ

り。それは配偶者特別控除にしても公的年金等控除にしても老年者控除にしても、これは

ある意味で一つの、まあ部分とは言いませんけれども、本体のところじゃないわけですよ

ね。それから、今回の税源移譲の問題にしても、これは税源移譲の中でのその率を変えた

だけであって、本来の所得税制の、あるいは本体の国税の抜本改革ではないわけですよ。

だから、それでありながら、それをやったから、抜本改革をやったから約束を果たしたよ

って、その部分はやっぱり詭弁じゃないですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） ここは衆議院でもまた随分議論がございましたし、また参議

院におかれましてもいろいろ御議論がおありと思いますが、私どもは先ほど申し上げたよ

うな考え方でございます。 

 

○辻泰弘君 それともう一つは、恒久的な減税というのは、定率減税のみならず、最高税

率の引下げとか法人課税の引下げも含まれていたわけですね。最高税率の引下げというの

は、この税源移譲の関係ではやっているところもあるわけですけれども、しかし本来的な

意味ではしているわけじゃないわけですね。 

 だから、本来なら、そこもやっていたらばそれは定率減税もとなるかもしれませんけれ

ども、そこはやっていないわけですよね。そのことはどう御判断されておりますか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） これは、いわゆるこの定率減税を入れましたときに、委員が

おっしゃいましたように、法人税、所得税の最高税率の見直しをやったわけでございます

が、性格が大分違うというふうに私どもは考えております。 

 定率減税は、先ほど申し上げたように、当時の底の抜けそうな経済状況を税制から下支

えするという目的でございました。それから、法人税の方は、国際競争力等々の観点から

最高税率を見直す必要があると、こういうことでございましたし、国際並みにする必要が

あるということでございましたし、所得税の方は、勤労意欲や海外のフラット化というよ

うなものに対応していこうということでございましたので、若干意味合いが違うと、こう

いうことだろうと思います。 

 

○辻泰弘君 まあ基本的に見解が相違するわけですけれども、いずれにいたしましてもか

つての法律の立て方、そのときの国会答弁にも反するし、昨年の衆議院選挙における自民

党のマニフェストにも反するものだと私どもは強く主張せざるを得ないです。そのことを

申し上げておきたいと思います。 

 それで、財務大臣、ちょっと御見解をお伺いしたいんですけれども、幾つかおっしゃっ

ています。まず一つ、日本の現状は低福祉で中負担だと、今後は中福祉中負担となるので

はないか、あるいはなるべきじゃないかと、こういった報道がありますけれども、このこ

とについて御見解をお示しください。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 財政演説で実はそのようなことを申し上げたわけでございま

して、私の申し上げたのは、現在の日本は、日本は現世代が負担に比べて大きな便益を受

けていると、その差を後の世代に先送りしているような状況だと、こういう意味において

中福祉低負担だと、ともいうべき状態にあるのではないかと申し上げたわけであります。 

 こういう現状をどういうふうにしていくかということは、給付と負担の関係についてど

ういう在り方を目指すのかといったことを含めて、我が国の将来の在り方につながる問題



だろうと思っておりますので、これから経済財政諮問会議の中の歳出歳入一体改革等々で

できるだけ具体的な議論をしていきたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 いや、私が言っているのは、その部分はもう私も見ていますけれども、その

ことじゃなくて、一月十六日に講演をされて、今後は中福祉中負担となるのではないか、

あるいはすべきじゃないかというのがあるんで、そのことなんです。だから、もうより踏

み込んでおられます。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 中福祉低負担というような認識でおりますけれども、現状は

ですね、そこはやはりアンバランスがあるわけでございますので、中長期的に見ればそれ

を是正する必要があるだろう。そういうふうに考えますと、恐らく国民は、例えば医療に

おいても国民皆保険制度というようなものをなくせというふうには思っておられない方が

ほとんどだというふうに私は認識しますので、恐らくそういうことを考えると、中福祉中

負担というものになるのではないかというのが私の考え方でございます。 

 

○辻泰弘君 もう一点、今の改革が目指しているのは弱肉強食の世界という見方もあると、

こういう発言もありますが、そういう御認識でしょうか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） そういう見方があるという認識でございまして、改革の目的

が弱肉強食であってよいと認識しているわけではありません。むしろ改革の目指すところ

は弱肉強食ではないんでありまして、そういう弱肉強食だという認識は間違っていると思

いますし、またそうであってはならないと思っております。 

 

○辻泰弘君 ということは、今やっている構造改革なるものが弱肉強食性を持ってはいな

いということですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 今やっておりますことはいろんな側面がございますけれども、

人の体に例えれば内臓脂肪みたいなものをできるだけ取り除いていこうということでござ

いますから、その過程でちょっと体にこたえるということはないとは言えないと私は思っ

ておりますけれども、目指すところはやはり健全な体を目指すと、こういうことだろうと

思います。 

 

○辻泰弘君 なかなか微妙な表現でございますけれども、次、行かせていただきますけれ

ども、総務大臣にお伺いいたします。 

 経済財政諮問会議の改革への取組について、こういう発言がございました。 

 モメンタム、勢いが以前より低下していると、民間議員が出すペーパーが以前よりも控

え目になっていると、こういった御発言が昨年十二月にございましたけれども、この件に

ついての御所見をお伺いしたいと思います。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 十二月だったかどうだったか、民間議員が出されたペーパー

で、資産の管理だったと思いますが、民間議員が以前お出しになったよりも大分後退して

いたペーパーがございました。そのことを取り上げて民間議員に頑張ってくださいという

意味でそのように申し上げました。 

 

○辻泰弘君 勢いがやっぱり以前より低下しているという、そういう判断をされているん

ですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） お尋ねが諮問会議の勢いかどうかということに関して申し上



げれば、諮問会議はこれまでも構造改革の司令塔として大変重要な役割を果たしてきまし

たし、今もそのとおりでございます。 

 現実には、しかし改革が進めば進むほどその岩盤に突き当たって改革がますます難しく

なっているということが事実でございますから、そういう状況の中で更にみんな頑張ろう

と思っているということだと私は認識をしております。 

 

○辻泰弘君 すなわち、民間議員が出されるペーパーの勢いがなくなったと、このことを

おっしゃっているんですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 全部ではありませんが、そういうペーパーがありましたので、

民間議員の方頑張ってくださいというふうに申し上げました。 

 

○辻泰弘君 与謝野大臣にお伺いしますけれども、そういう御指摘もありましたけれども、

経済財政諮問会議のそのことについて、どう御判断されていますか。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 民間議員の方々は、それぞれ自分の持っておられる信念や良

心、知識、経験に基づいていろいろな御提案をされているわけでございまして、私はそれ

を全面的に信頼し、尊重をしております。 

 

○辻泰弘君 与謝野大臣の発言にこういうのがありました。楽器を演奏している最中に小

うたを歌うつもりは全くないと、小泉交響楽団の指揮者は小泉首相ただ一人と、こういう

ことをその数日後におっしゃっているんですけど、それはどういう意味だったんでしょう。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 私は、職務に忠実にやろうと思っておりまして、やはり小泉

内閣の一員でございますから、小泉総理の意向を体して物事を進めていく、そのようなつ

もりでやりたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 財政再建の中身のことをお伺いしたいと思いますけれども、石税制調査会長

が自然増収による財政再建はあり得ないという発言をされておりますが、歳出削減と自然

増収だけで財政再建ができるかどうかについて、財務大臣、経済財政担当大臣それから竹

中大臣、御所見をお願いいたします。 

 

○委員長（小野清子君） では、どなたから。 

 谷垣財務大臣。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） まず歳出削減に懸命に取り組まなければならないことはもち

ろんだと思っておりますが、現状、平成十八年度予算も公債依存率三七・六％でございま

すし、それから国、地方合わせて公債の発行残高がＧＤＰの一五〇％に上るということは

金利変動等に極めて弱い体質を持っているということでございますから、私は、歳出削減

だけでこの財政改革を、財政再建を果たすのは、これは極めて至難の業であると思ってお

ります。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 財政再建を考える場合、自然増収も一杯欲しいと思いますし、

歳出削減もできるだけたくさんやりたいと思いますけれども、最後はやはり増収措置とい

うものを考えざるを得ない、そのようにも考えております。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 私も全く同様に考えております。 

 



○辻泰弘君 まあ非常にハーモニーがいいわけですけれども、小うたじゃないですけどね。 

 それで、竹中さんが二月一日に、名目成長率四％は堅実な前提というペーパーを出され

てますね。それで、この四％の名目成長をどうやって実現するかっていう具体的な政策が

実は全く見えないんです。そこを教えてください。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 名目成長率というのは、実質成長率と物価上昇率を足したも

のでございますが、私は、実質成長率二％程度、名目成長率二％程度というのはこれは堅

実な姿であろうというふうに思っております。 

 理由は、実質成長率は、今この時点、二％をかなり大きく日本既に上回っておりますし、

まあ日本の潜在成長力、改革を続ければ二％程度はできると思います。改革をしないと成

長率はもっと低いと思います。物価上昇率につきましても、まあＯＥＣＤ等々諸外国の平

均を見ましても、二％程度のやはり緩やかな物価上昇率というのは普通でありますので、

そういう普通の状況に持っていくことができればこれは可能であろうというような趣旨で

申し上げております。 

 

○辻泰弘君 今、二％に持っていくことができれば可能だと言うけど、持っていけるかど

うかのその部分ですよ。それで、金利は低位にしておきながら、その二％なり二・五％な

り、消費者物価なのかデフレーターか分かりませんけど、とにかくそういう想定を取るこ

とをどうやってやっていくのかというのが見えないんです。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） いや、そのために改革をするんです。 

 要するに、物価につきましても、これは各国そのぐらいの物価上昇率を実現しておりま

すし、まあ、物価目標がいいかどうかはともかくとして、物価目標を持っている国という

のは大体一％から三％というふうにやっている国が多いですね。つまり、二％程度がまあ

普通だというふうに考えているんだと思います。それを実現するためには、政府、日銀、

正に協力してしっかりと金融仲介機能が更に高まるようにしなければいけない。日銀はマ

ネーサプライが伸びるようにしなければいけない。そういうことをこれはもう五年間ずう

っと骨太の方針等々でもうたって、そのための改革を続けているわけでございます。 

 

○辻泰弘君 そのために改革をするとおっしゃいました。そうすると、二％の消費者物価

あるいはデフレーター、それだとしても、とにかくそれを上げるための改革というのは何

なんですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） そのために不良債権の処理をしてきたわけです。つまり金融

仲介機能が不良債権によって低下をしてきたから、つまりマネーサプライが伸びなかった

わけです。で、それがようやく最近になって不良債権が減って、銀行貸出しもようやく増

え始めたわけです。これは正に改革の成果であります。 

 金融仲介機能が低下していたことを、低下、それを直したというのが正にこれは改革の

成果でありますけれども、それと適切なマネーサプライ管理、これは中央銀行の役割にな

りますけれども、政府、日銀一体となってそのことを実現していくというのが、これは別

にそんな特別なことではありません、どこの国でもやってきた普通の私は改革、政策運営

であると思っております。 

 

○辻泰弘君 今まで金融をじゃぶじゃぶにしていて、今度ちょっと量的緩和を解除しよう

かと、縮小していく方向に今あるときにですよ、マネーサプライに依拠して、それが改革

です、二％を実現できるんだというのは、それはよく論理的に分かんないですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 少し誤解があると思いますが、金融じゃぶじゃぶというふう



にジャーナリズムではよく言うわけですけれども、これは時々二つの違った意味で使われ

ていると思います。 

 つまり、中央銀行が出すいわゆるハイパワードマネーがたくさん増えているかという意

味でと、それと、いわゆる我々が、市民がその手にするマネーサプライが増えているとい

うことは意味が違うわけですね。 

 ハイパワードマネー大分増えてきました。でも、それも伸び率は下がってきていると思

いますけれども、マネーサプライ、Ｍ２プラスＣＤの伸び率は一・九％です、今も。私は、

これはまだ低い状況であるというふうに思っております。この一・九％を見る限りじゃぶ

じゃぶなどとはとても言えないわけで、しかし、難しいのはハイパワードマネーが増えて

もマネーサプライが増えない、つまり金融仲介機能が低下しているというところにあるわ

けで、そのためにこの五年間ずっと苦労して改革を続けてきて、それがようやく良い方向

に今向かっているわけでございます。 

 

○辻泰弘君 結局、大臣がおっしゃっている四％名目可能というのはその金融政策に依拠

すると、こういうことですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） そうではありません。政府は努力をして、金融仲介機能が高

まるようにこれまでも努力をしてきました。今後更にそのための努力を続けなければいけ

ません。で、金融政策は金融政策で重要です。だから、政府、日銀一体となってというふ

うに骨太方針でずっと言っているわけです。日銀だけでも駄目です。政府だけでも駄目で

す。これは政府、日銀一体となった努力を引き続き続けなければなりません。 

 

○辻泰弘君 政府、日銀一体はそれでいいんですけれども、今おっしゃったのは、結局、

金融以外はないんじゃないですか。だから、そこのことなんですよ。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） いや、ですから、先ほどハイパワードマネーとＭ２プラスＣ

Ｄの違いを申し上げたわけです。 

 ハイパワードマネーが増えてもＭ２プラスＣＤが増えない、つまり金融乗数が下がって

きたわけで、金融乗数が下がったないしは低かった理由は不良債権にあったわけですから、

そこについては、政府がやはり、つまり金融庁を中心とする銀行行政が大変重要な役割を

担っていたわけでございます。そうした点についてのやはり政府、日銀一体となった役割

を果たさなければいけない。 

 具体的に言いますけれども、この政府がやるべき不良債権の処理、まあ民主党の皆さん

反対をされたわけですけれども、我々はそれを断行して、不良債権は着実に減ってきて、

そして銀行貸出しはようやく増え始めたわけでございます。 

 

○辻泰弘君 いや、だから、金融以外にも何かあるという言い方をされたのは何があるん

ですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 金融というときにちょっといろんな意味があるかもしれませ

んけれども、日銀がコントロールするマクロの金融政策というのは一つ重要でございます。

一方で、銀行を所管しているのは金融庁でございますから、そこの銀行がしっかりと金融

仲介機能を果たすような仕組みをつくっていく、これは不良債権処理に象徴されるような、

これは金融庁の仕事になります。 

 また同時に、これは一方で実物の需要がなければいけませんから、その実物の需要、正

に経済の活性化そのものがマネーサプライを増やすという効果があるわけですから、その

経済を活性化するための様々な構造改革の取組というのは全部これに含まれてまいります。

正に、政府、日銀一体となってやらなければいけないわけです。 



 

○辻泰弘君 教授に対してできの悪い学生で申し訳ないんですけれども、そのどちらもや

っぱり総じて金融じゃないんですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 実需を増やすという意味では実物があります。そして、金融、

お金が更に増えるという意味では、広い意味での金融でございますけれども、その広い意

味で、Ｍ２プラスＣＤが増えるためには、日銀が直接コントロールできる部分と、金融仲

介機能を高めるという意味で政府が行う部分があるということを重ねて申し上げているわ

けでございます。 

 

○辻泰弘君 まあ、要は金融じゃないんですか、どっちも。そのことなんですよ。金融以

外にあるとおっしゃるから、何かあるなら教えてほしい。金融そのことだけで二％行ける

んだというなら、そういうふうにはっきり言っておいていただきたい。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 実物経済があるというふうに申し上げているわけです、実需

があると。実需を増やすような政策が必要であって、現実にこれ貸出し政策が、今貸出金

が増えているわけですけれども、なぜ増えているかというと、一つは金融面でこれは金融

仲介機能が高まってきたということと、もう一つは経済が活性化された、経済活性化をさ

せるためには政府はもう一連の構造改革を行ってきたわけですけれども、その成果として

実物経済、実物需要が増えてきたということを申し上げているわけです。これは、ですか

ら、金融面と実物面が両方あります。繰り返しますが、金融面の中には政府がやる部分と

日銀がやる部分があります。 

 

○辻泰弘君 金融のことは分かりました。じゃ、実需を増やす政策は何なんですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） いろんな政策がありますが、最も重要な政策の一つは規制緩

和であったというふうに思います。規制が緩和されたことによって新たな分野、需要の分

野が開かれていって、それで、それによって実際、雇用も増えているわけですから、規制

緩和が大きな需要であったと思いますけれども、これはもうそれだけではなくて、もちろ

ん特区等々、様々な一連の構造改革がそのような実需を生み出したというふうに考えてお

ります。 

 

○辻泰弘君 今まで生み出したというのはそれは一つの見解かもしれませんが、今後二％

上げていくのに金融とその規制緩和でやっていくと、そういう考え方なんですね。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） ですから、簡素で効率的な政府をつくって、そして、それに

よって、民間に需要が移るわけですから民需も更に刺激をされて、これは、どういうふう

にして経済を発展させていくかというのは正にこれまでずっと議論してきた、これはその

ための政策金融の改革から、小さな政府をつくる、簡素で効率的な政府をつくる、もう一

連のパッケージとして私たちは申し上げているわけでありますので、それによって現実に

実物需要は増えてまいりましたし、これからもそういう改革を続けることによって実物需

要を増やしていきたいというふうに考えております。 

 

○辻泰弘君 谷垣大臣と与謝野大臣にお伺いしたいんですが、名目成長率四％は堅実な前

提という、これは明確に文章に書かれているわけです。この見解についてどう思われます

か。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 私はエコノミスト出身ではありませんので、この手の答弁は



余り得意ではないんですが、私の所管をしている立場からいいますと、財政再建を成し遂

げなければなりません。それで、それには努力目標をやはり高いところを我々は目指す、

実質成長率を上げて日本の経済の元気をよくしていく、こういうことが必要だと思います

が、財政再建をする立場からいうと、その目標の設定は堅実であるべきだというふうに私

は考えているわけでございます。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 日本の経済をしっかりさせるためには、潜在成長力を高めて

いくということだろうと思っております。実際、内閣府の試算と竹中大臣の違いというの

はそんなに大きく実はございませんで、私どもが考えております名目成長率と竹中大臣が

言っておられる成長率の差というのは、〇・数％というオーダーでございます。 

 

○辻泰弘君 私は、基本的にやはり堅実、正に堅実な前提でやはり描くべきだと思います

ので、その点は申し上げておきたいと思います。 

 それで、もう一つ竹中さんにこういう発言がございました。昨年の十一月ですけれども、

増税を先に行う一部の審議会の代表者のような方々は形を変えた抵抗勢力であると、こう

いう御発言がございましたけれども、これについての見解をお願いします。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 先ほど申し上げましたように、非常に大きな財政赤字を今後

後世代に負担を残さないようにしていくためには、最終的に国民に負担を求めるというこ

とを真剣に議論をしなければいけないと思います。 

 これは経済財政諮問会議でも民間議員が報告しておりますけれども、多くの国で何度も

こういう経験をして、そのたびに、しかし先に増税を行った国というのは結果的に失敗を

している。先に増税を行うのではなくて、先にしっかりと歳出削減を行って国民の信頼を

得て、その上で増税をしたところが成功していると。これは民間議員のシミュも報告され

ているわけでございますので、そういう観点から、結局、増税増税というふうに先に言う

と、やはりこれは改革がうまく進まない、国民の合意も得られない、結局、結果的に改革

が進まなくなるというふうに私は懸念しておりますので、そういうふうな御発言は控える

べきであろうというふうに考えております。 

 

○辻泰弘君 これは、形を変えた抵抗勢力というのはどなたに対しておっしゃったんです

か。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） いろんな方がそういう発言をしておられますので、いろんな

方に対して申し上げました。 

 

○辻泰弘君 その面もあるかもしれませんけれども、しかし大臣の会見では、審議会の代

表者のような方はと、こうなっているんですよね。 

 それで、そのちょうど三日後に石税制調査会長が記者会見で発言されているんですよ。

抵抗勢力と言われても、抵抗して守るべきものは何もない、既得権もない、この国が大変

だ、赤字がどうなるかそれを議論している、滅私奉公だ、抵抗勢力との批判はけしからぬ、

非常に失礼な話だと、こうおっしゃっていますが、これについてはどうですか。 

 

○国務大臣（竹中平蔵君） 石先生、私の先生でもございますので、その発言そのものを

ちょっと今思い出せませんですけれども、いずれにしましても、私の趣旨は、結局、増税

のことを先にやると結果はうまくいかないで改革は進まないと、改革に抵抗したことにな

ると、これは今でも思っておりますので、そのような発言をしたわけでございます。 

 

○辻泰弘君 御記憶はないでしょう、税調の小委員会の後の記者会見でおっしゃっている



ことですからね。そういう御発言があったということはやっぱりしっかりと受け止めるべ

きだと思います。 

 それから、与謝野大臣、消費税の論議をすると歳出削減の努力が緩むという人は日本の

財政の深刻さを認識していないと、こうおっしゃっていますが、この点についての御見解

をお示しください。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 私は、記者会見その他で増税とか消費税を上げるとかという

ことは一度も発言をしておりません。 

 しかし、やはり最後は増収ということを考えざるを得ないというのは、やはり財政を少

しは理解をすれば直ちに分かることでございまして、その取り組む順番はともかくとして、

やはり最後にはそういうこともちゃんと考えるという気持ちを持っていなければならない

と思っております。 

 

○辻泰弘君 財政再建についてはプライマリーバランスという目標を持っておられた、国、

地方を通じての、ＳＮＡベースですけれども、それを今度一般会計のプライマリーバラン

スというふうな言い方にも変えてこられて、だんだん手に届くような感じが出てきたこと

は、私、この委員会でいろいろ言ってきていますけれども、それに沿ったものだというふ

うにそれなりに思っています。やはりしっかりと分かりやすいものにしないと、ＧＤＰ比

で国、地方を通じたプライマリーバランスがという、はるか先の雲をつかむような話で、

なかなか実感わきませんので、その点については今後とも明示していただくように申し上

げておきたいと思います。 

 残った時間少しですけれども、「改革と展望」の参考試算について申し上げておきたいと

思います。 

 ここで、基礎年金の国庫負担割合の引上げというものを、これまで税で賄うという方針

で試算されてきたんですが、今度は変えておられるんですね。その点について御説明くだ

さい。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） お答えいたします。 

 本年の参考試算におきましては、歳出歳入一体改革の議論が今後本格化することを念頭

に置きまして、具体的な内容が決定されていない施策については、あえて特定の仮定を置

くことはしておりません。このため、基礎年金の国庫負担の引上げのための財源の在り方

についても、現段階で具体策が未決定であることから、あえて特定の仮定を置かずに、二

〇一〇年代初頭の基礎的財政収支黒字化のために必要となる、全体としての追加的改善努

力に含めております。 

 なお、その追加的改善努力の大きさにつきましては、裁量的経費の削減で表現している

ところでございますけれども、これは今後どれだけの追加的な改善努力が必要かについて、

できる限り恣意性のない形でお示しするためでございまして、実際に追加的改善努力がど

ういうふうに行われるかということにつきましては、今後の歳出歳入一体改革の中で歳入

面を含め詳細に検討されるものと思っております。 

 以上でございます。 

 

○辻泰弘君 財務大臣と厚生労働大臣にお伺いしておきますけれども、基礎年金国庫負担

の二分の一への引上げは、安定した税制の抜本改革を行った上でやると、この法律、これ

は守られるんですね。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 十六年度の年金改正附則の十六条でそのような旨が記されて

おります。 

 今後、この法律の規定を踏まえて、財源の在り方も含めて検討していくということでご



ざいます。 

 

○国務大臣（川崎二郎君） 今回の予算案の中に、国庫負担割合三分の一、二・五％を加

えて三五・八に引き上げる、財務大臣と最終、昨年の暮れ、決着をいたしました。二十一

年度には二分の一に引き上げるという前提で話合いを行っているという認識を持っており

ます。 

 

○辻泰弘君 財務大臣に確認します。これは当然義務的経費ですね。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 義務的経費、義務的経費、法律に決められておりますので、

ただ、法律に決められているといいましてもその手だてを講じなければなりませんので、

その議論をしていかなければならないという意味でございます。 

 

○辻泰弘君 将来のことですけど、現実に考えたら、裁量的か義務的経費かといえば義務

的経費ですよね。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） 法律でこれだけ出しなさいと、例えばこういう年金に関して

はこれだけ払いなさい、こういう社会保障に関してはこれだけ払いなさいと決められてい

るという意味の義務的経費とはちょっと違うと思います。 

 

○辻泰弘君 そしたら、この試算においては義務的経費と裁量的をどう分けているんです

か。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） 試算におきます裁量的経費というのは、社会保障関係費それ

から人件費以外でございます。参考試算においてはそのように定義しております。 

 

○辻泰弘君 だから、義務的経費に入っているんでしょう。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） 社会保障関係費は義務的経費に入っております。 

 

○辻泰弘君 だから、引上げ経費は義務的経費なんですよ。大臣、どうですか。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） この義務的経費かどうかっていろんな形で議論されますね。

ですから、委員のおっしゃっていることの意味が私、もうひとつとらえられてないのかも

しれませんが、従来、実際その義務的経費を減らせとか、そういった意味の義務的経費と

はちょっと違うんだろうと思っております。 

 

○辻泰弘君 参考試算をちょっと御存じないんだろうと思いますけれども、要はこの今の

三分の一から二分の一への引上げの経費は、裁量的経費の削減の努力で賄うんだと、こう

いう想定に立っているんですよ。だから、義務的経費の部分を裁量的経費のところで見て

いることになるんですよ。だから、それがおかしいという意味なんです。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） 裁量的経費で賄う形にしましたのは、これは便宜的な仮定で

ございまして、この中身についてはこれから歳出歳入一体改革の中で議論されるというふ

うに理解しております。 

 

○辻泰弘君 だから、その便宜的というのはおかしくて、十四年度の最初の試算のときか

らずっと税制改正でやってきたんですよ。見込んできているんです、試算ではね。で、こ



の年だけ、十四、十五、十六、十七はずっと税制改正でやると、途中からは消費税、前半

は所得税、後半は消費税でやると、こういったことも明示してやってきたんですよ。それ

なのに、今年になってその財源は裁量的経費の追加的改善努力でやりますよということを

言っているのは、これはおかしいじゃないかということなんです。 

 

○国務大臣（谷垣禎一君） これは内閣府の試算でございますから私が答弁するのは適切

でないかもしれませんが、一つの仮定の置き方として、裁量的経費の努力でやるというふ

うに決められたというだけのことでございまして、そのことが今後、先ほどの十六年年金

改正の附則にどう影響を及ぼしていくかということは直接関係がございません。 

 

○辻泰弘君 しかし、政府方針がはっきりしていてですよ、法律で決まっていることを尊

重しないで形になっているじゃないですか。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） 裁量的経費の形で表現いたしましたのは、これからどれだけ

追加的改善努力が必要かというその規模を示すためでございまして、これはあくまでも便

宜的な仮定でございます。その中身につきましては、歳入面も含めてこれから検討される

というふうに理解しております。 

 

○辻泰弘君 じゃ、去年以前も同じ状態であったのになぜ変えたんですか。 

 

○政府参考人（齋藤潤君） 昨年はまだ歳出歳入一体改革についてはっきりとした方針が

決まっておりませんでしたので、便宜的に、去年の場合には裁量的経費について項目別に

ある程度仮定を置いて削減率を想定いたしました。しかし、その後昨年の骨太もありまし

て、歳出歳入一体改革の方針が決まりましたので、今回はそういう考え方で参考試算を作

ったということでございます。 

 

○辻泰弘君 私は、非常にこれは作為的な作り方だと思うんです。ですから、今までの、

従来型のやつをしっかり踏まえた試算を作って、それも併せて提示すべきだと思いますけ

れども、大臣、いかがですか。 

 

○国務大臣（与謝野馨君） 実際の話と歳出歳入一体改革を考えていることと、まあ二通

り分けて考えていただきたいと思います。法律では、基礎年金部分の税の投入を二分の一

にするということは法律に書いてあるわけでございます。これは、規模も二兆円を超える

規模でございますし、これは一時期の財源ではなくて安定的な財源をもって充てなければ

ならないということで、これから谷垣大臣がいろいろ考えなければならないことでありま

す。 

   〔委員長退席、理事市川一朗君着席〕 

 で、もう一方では、私どもは歳出歳入一体改革をやるときにどこまでいろいろな支出項

目を削減できるかということを考える、そういう中でいろいろな仮定を置いて計算してい

るわけでございまして、そのことと、法律で書いてあって財務大臣が考えなければならな

いこととは、一応別にお考えをいただきたいと思っております。 

 

○辻泰弘君 私は、中期経済財政運営のやり方がいいと思っているんです。ただ、政府が

決めた方針はやっぱりしっかりと前提として踏まえなければ駄目だと思うんです。 

 与謝野さんは堅実な前提を基礎としてリアリズムに徹した議論を行っていくとおっしゃ

っているんですから、そのことをしっかり貫徹していただくように申し上げまして、私の

質問を終わらしていただきます。 


